栃木市役所庁舎における窓口受付システム機器及び動画広告モニター設
置運用事業仕様書
栃木市役所庁舎における窓口受付システム機器及び動画広告モニター設置運用事業仕様書（以下「仕様書」という。）は、市民生活課及び保険年金課窓口にて設置する窓口受付システム機器及び動画広告モニター機器及び運用について定めたものである。

１　事業名

栃木市役所庁舎における窓口受付システム機器及び動画広告モニター設置運用事業
２　設置場所

　　栃木市役所市民生活課及び保険年金課

　　※窓口の配置・構成については、別紙配置図のとおり。

３　設置期間及びシステムの仕様について

　（１）設置時期

協定締結の日からシステムの運用開始日までの期間にシステムを設置するものとする。

ただし、システムの運用開始にあたり、機器の調整、操作研修等に要する期間を考慮し設置すること。

（２）設置期間

　　　運用開始日から５年間とする。

　　　ただし、事業者との合意があった場合には、期間延長を認めるものとする。

（３）運用開始日

　　　令和８年１月５日（予定）

（４）システムの使用日時

　　　毎週月曜日から金曜日までの午前８時30分から午後５時15分まで。

　　　ただし、祝日及び年末年始（12月29日から翌年１月３日まで）を除く。

　　　　また、延長窓口及び臨時窓口開設時も使用可能とする。
４　費用負担

（１）本事業に係る機器代金、設置、保守費用、撤去に係る費用は、民間企業等から広告主を募集し、広告用ディスプレイに広告を掲載することで得られる収入により賄うものとし、栃木市（以下「本市」という。）は一切の費用を負担しない。
（２）電気料金（実費相当額、参考29.46円／kwh（※令和６年度月平均電気単価））については、事業者の負担とし、本市が指定する期日までに本市へ納入すること。
（３）協定の相手方として決定した事業者は、企画提案書における広告掲載料として、当該企画提案書に提示した方法等で算出した金額を本市へ納入すること。
（４）番号札発券機専用ロール紙に不足が生じた場合は、必要な数量を納品すること。

　　　　また、機器導入時においては、５個以上の予備ロール紙を納入すること。
５　導入機器

広告用モニターを含めたシステムで、証明書発行、住民異動、戸籍届出等の手続業務別に番号札を発券し、窓口カウンターからの番号呼出に連動して、音声及び受付用モニターにより番号で案内を行うシステムとする。

また、混雑状況配信機能等のＷＥＢ機能及び利用状況等の各種集計機能を備えていること。
（１）参考機種

ＭＳボイスコールＮＥＯ（株式会社　明光商会）

※参考機種以上の機能、効果が得られる機種を選定する場合には、事前に本市　に承認を得た上で提案すること。

（２）設置数量

	装置名
	仕様
	台数

	1 番号札発券機
	プリンター含む
	１台

	2 番号案内表示モニター
	55インチ程度　吊り下げ式
	１台

	3 番号表示パネル
	ポール設置タイプ
	８台

	4 番号呼出操作機
	
	12台

	5 交付用番号表示モニター
	55インチ程度　吊り下げ式
	１台

	6 交付番号呼出機
	バーコードリーダー含む
	１台

	7 職員用確認モニター
	55インチ程度　吊り下げ式
	１台

	8 システム用無線機器
	
	１式

	9 その他必要周辺機器
	
	１式

	10 広告用モニター
	55インチ程度　スタンド式
　　　　　　　 吊り下げ式
	１台
３台


　※設置場所は、別紙配置図を参照。

※システム制御用ＰＣ及びシステム用無線機器等の配置場所については、別途協議とする。

６　導入する機器の条件

　（１）番号札発券機

ア　タッチパネル式とし、６業務以上に対応し、手続業務別の待ち人数が表示されること。

イ　発券機の画面は２階層以上の設定ができること。

ウ　複数の手続きを有する来庁者が、その手続業務ごとに番号札を発券せず、　同一番号で引き続き他の窓口受付ができるよう、受付番号の渡り機能があること。

エ　手続業務ごとに最大４桁の番号を付番できるようにすること。

オ　発券した番号札には業務名、日時、メッセージ、呼出状況等確認用ＷＥＢ　　サイトへ容易にアクセスできるＱＲコードが印字可能であり、内容を任意で設定変更ができること。

カ　手続業務別に発券される番号札を職員控えと来庁者控えの２枚発券ができること。

キ　発券していない番号でも呼出ができること。

ク　手続業務別に曜日や時間帯ごとでの発券設定ができ、職員による設定変更　が容易であること。

ケ　発券機及び番号札は、日本語・英語・中国語・ベトナム語を含む７か国以　　上の言語に対応すること。
コ　インターネットサイトは、外部からの不正アクセス等セキュリティ対策を　十分に講じること。
（２）番号案内表示モニター

ア　番号呼出操作機からの番号呼出に連動し、ポップアップ表示がされ、呼出　案内が分かりやすい表示であること。ポップアップ画面には、窓口番号と呼出番号の表示がされること。

イ　手続業務別の待ち状況一覧、保留番号一覧、発券済番号一覧、窓口呼出状　　況表示等が表示できること。

ウ　手続業務別の待ち状況一覧には、業務ごとの待ち人数、待ち時間、最新呼　　出番号、窓口番号が表示できること。

エ　番号案内表示モニターの音声案内は、日本語・英語・中国語・ベトナム語　　を含む７か国以上の言語に対応すること。

（３）番号表示パネル及び番号呼出操作機

ア　番号表示パネルは、本体にて音量調節ができること。

イ　番号表示パネルの音声案内は、日本語・英語・中国語・ベトナム語を含む　　７か国以上の言語に対応すること。

ウ　番号表示パネルの表面には、４桁の受付番号、２桁の窓口番号を同時に表　示し、裏面には待ち人数等の表示が可能であること。

エ　番号呼出操作機は、呼出ボタンを押すことにより、手続業務別受付番号順　に番号表示パネルに受付番号表示及び音声案内ができること。

オ　番号呼出操作機は、番号の再呼出、保留、特定番号呼出、取り消し等の操　　作が可能であること。また、番号札発券時に選択した言語を確認することができること。

カ　番号呼出操作機は、有線接続タイプの機種と無線タイプの機種を組み合わ　せても使用（運用）が可能であること。

（４）交付用番号表示モニター及び交付番号呼出機

ア　バーコード、テンキーにより番号表示、番号削除等の入力ができること。

イ　交付番号呼出機から入力された受付番号をポップアップ表示により、交付　用モニターに表示すること。また、呼出済の番号も表示すること。

ウ　交付用モニターの音声案内は、日本語・英語・中国語・ベトナム語を含む　　７か国以上の言語に対応すること。

（５）職員確認用モニター及びその他必要周辺機器
ア　システムに係る各種設定ができること。
イ　職員向けに業務別待ち人数、最大待ち時間、処理件数の合計、最新受付番　　号等を表示できること。

ウ　手続業務別に発券枚数、呼出人数等の統計データ集計ができ、ＣＳＶ等の　データ加工ができるファイル形式で出力できること。

エ　保留処理を行った不在リストについて、業務別の保留人数を確認できること。

オ　番号札が発券された場合、手続業務ごとにアラート音で通知でき、アラー　ト音の変更もできること。

（６）システム用無線機器

ア　機器に不具合が生じないよう通信速度の低下、接続が不安定になることが　ないよう適切な対策を講じること。

イ　外部からの不正アクセスの防止等セキュリティ対策を十分に講じること。

（７）広告用モニター

ア　広告の音量は、窓口業務に支障のないよう配慮すること。また、庁舎内の　　状況に応じ、任意に音量調整を行うことができること。

イ　動画又は静止画で広告を表示することができ、複数の広告を掲載できるこ　と。

ウ　タイマーで日付、曜日、時間単位で電源の管理ができ、モニターの電源は　　待機状況ではなく主電源からＯＮ／ＯＦＦできること。

（８）その他

ア　機器等の設置については、落下及び転倒防止等の安全措置を十分に講じる　こと。また、万一に備え賠償保険等に加入する等、来庁者や職員等の身体や財産に損害を及ぼした場合は事業者の責任において補償すること。補強工事が必要な場合は、その費用は事業者の負担とし、補強方法は協議するものとする。

イ　機器等の取り付け及び撤去（配線等工事を含む）に関する費用、定期保守　　や破損、事故時の対応等は事業者の負担とする。

ウ　番号案内表示機等の操作方法を、窓口業務に従事する本市職員が理解でき　るよう、機器設置後、速やかに研修を行うこと。

エ　稼働後も十分なフォローアップに努め、設置機器等の操作マニュアルを作　成し、本市に提出すること。

オ　事業者は定期的に設置機器、通信回線、来庁者の呼出状況等のメンテナン　スを実施するとともに、故障、事故、災害時等の体制を整え、本市からの問合せに対して速やかに対応すること。

カ　本市の機構改革、災害及び市民サービスの向上等やむを得ない理由により　機器等に変更の必要が生じた場合の費用は事業者の負担とする。
７　行政情報及び広告の掲載
（１）行政情報

ア　本市が直接制作するもの以外で本市から依頼があった場合には、事業者は、本市が提供する原稿に基づき掲載するコンテンツを制作すること。
イ　行政情報の制作は事業者の負担で行い、本市が提供する情報に基づきナレ　ーション、ＢＧＭを付加して作成するものとする。放送割合は、全体の４分の１以上とする。

（２）広告

ア　事業者は、広告主の募集・決定、広告の制作・掲載、広告主との調整等広　　　告に係る一切の業務を行うこと。
イ　放送する広告主の募集及び映像の制作については、事業者の負担で行うこ　と。ただし、広告主所有のコンテンツは除く。

ウ　事業者は、原則として本社、支社、営業所が本市内に所在する民間企業等　　の広告主を募集すること。

エ　事業者は、広告主募集及び広告制作において栃木市広告掲載要綱を厳守す　ること。

オ　事業者において、広告審査体制を確保しておくこと。

カ　本市は、広告主及び広告内容が栃木市広告掲載要綱に適合しなくなったとき又はその他広告の掲載が適当でないと認める事由が生じたときは、事業者に広告掲載の中止を指示する。
キ　事業者は、広告用モニターに掲載する広告コンテンツの窓口混雑状況案内　等ＷＥＢサイトへの配信を行うことができるものとする。

（３）共通事項

ア　事業者は、制作したコンテンツについて掲載前に本市の審査を受けること。

イ　放送時間は、月曜日から金曜日の午前８時30分から午後５時15分までと　する。ただし、祝日、年末年始（12月29日から1月３日まで）を除く。延長窓口及び臨時窓口開設の期間については、この限りではない。
ウ　事業者が制作したコンテンツについて、本市は本システムの紹介等の行政　目的のために利用する場合は、事業者はその利用を承諾するものとする。
エ　コンテンツの制作期間、掲載開始時期等について、事業者は協定締結後、　　本市と別途協議するものとする。

オ　全体の放送構成は１サイクル９分程度とする。

カ　月曜日から金曜日の午前８時30分から午後５時15分までの窓口受付時間　に変更が生じる場合、放映時間等は協議するものとする。
８　その他

（１）事業者は、システム設置・運用等を円滑に行うとともに、本市の問合せ等に速やかに対応できる体制を確保すること。

（２）本仕様書に定めることのほか、別途協議の必要が生じた場合は、その都度本市と協議すること。
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